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新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置（案）について 

 

 

 本日、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が閣議決定され、地方税において

も、新型コロナウイルス感染症の我が国社会経済に与える影響が甚大なものであること

に鑑み、感染症及びその蔓延防止のための措置の影響により厳しい状況に置かれている

納税者に対し、緊急に必要な税制上の措置を講ずることとされましたのでお知らせいた

します（別添）。 

 措置内容の詳細につきましては、総務省ウェブサイトの下記 URL に資料を掲載してお

りますので適宜ご参照願います。 

 現在、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に沿って、地方税制に関する所要の法

令案の作成を急いでいるところでありますが、順次、措置内容の詳細について関連資料

を提供させていただく予定です。 

特に、今般設けることとされた「徴収の猶予制度の特例」については幅広い活用が見

込まれますので、下記 URL に掲載された資料をご参照いただき、適切にご対応いただき

ますようお願いいたします。 

 市町村担当課におかれましては、貴都道府県内の市（区）町村に対してもこの旨をご

連絡願います。 

 

 

 

【新型コロナウイルス感染症特設ページ（総務省ウェブサイト）】 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方税における対応について 

https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000399.html 

 

 



 

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（抄） 

第２章 取り組む施策 

Ⅱ．雇用の維持と事業の継続 

 

５．税制措置 

 

新型コロナウイルス感染症の我が国社会経済に与える影響が甚大なもので

あることに鑑み、感染症及びその蔓延防止のための措置の影響により厳しい

状況に置かれている納税者に対し、緊急に必要な税制上の措置を講ずる。 

イベントの自粛要請や入国制限措置など、新型コロナウイルスの感染拡大

防止のための措置に起因して多くの事業者の収入が急減しているという状況

を踏まえ、収入に相当の減少があった事業者の国税・地方税及び社会保険料

について、無担保かつ延滞税なしで１年間、納付を猶予する特例を設ける。

また、資本金１億円超 10 億円以下の企業に生じた欠損金について、欠損金

の繰戻しによる法人税等の還付制度の適用を可能とする。 

厳しい経営環境にある中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に

限り、償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の負担を２

分の１又はゼロとする。また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けなが

らも新規に設備投資を行う中小事業者等を支援する観点から、生産性革命の

実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充・延長を行う。これらの措置によ

る減収額については、全額国費で補塡する。 

政府の自粛要請を踏まえて一定の文化芸術・スポーツイベントを中止等し

た主催者に対し、観客等が入場料等の払戻しを請求しなかった場合には、放

棄した金額を寄附金控除（所得控除又は税額控除）の対象とする。 

現行法令に基づく期限の延長や納付の猶予等も含め、納税緩和措置等が早

期に活用されるよう、引き続き、国民からの問合せや相談を待つだけでなく

周知広報を積極的に行うとともに、申請や審査の手続を極力簡素化した上、

申請者の置かれた事情に配慮して迅速かつ柔軟な対応を行う。 

別 添 



 

・ 納税の猶予制度の特例（財務省、総務省、厚生労働省） 

・ 欠損金の繰戻しによる還付の特例（財務省） 

・ 中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税及び

都市計画税の軽減措置（経済産業省） 

・ 生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充・延長（経済産

業省） 

・ テレワーク等のための中小企業の設備投資税制（経済産業省、総務省、

厚生労働省、農林水産省、国土交通省） 

・ 文化芸術・スポーツイベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を

放棄した観客等への寄附金控除の適用（文部科学省） 

・ 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長（経済産業省） 

・ 住宅ローン控除の適用要件の弾力化（国土交通省） 

・ 耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化 

（国土交通省） 

・ 消費税の課税事業者選択届出書等の提出に係る特例（財務省） 

・ 特別貸付に係る契約書の印紙税の非課税（財務省） 
 


